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前回改定（平成 30年 3月）以降に制定・改正のあった防災関係法令や関係指針等の内容を反映す

るとともに、国、県等の公表する最新の上位計画や被害想定等との整合を図ることで現計画の見直しを

行いました。 

つくばみらい市地域防災計画（案）の概要 
 

２ 主な改定項目 

１ 改定の背景 

①災害発生時に機能する体制の見直し 

●災害発生時に機能する体制に関すること                                   

第１編 第１章 目的 (上位計画及び関連計画との関係ほか)  

▷昨年度策定した「業務継続計画」や「国土強靱化地域計画」の個別計画や、「市職員初動マニュア

ル」・「感染症対策を踏まえた避難所開設・運営マニュアル」など、災害時行動マニュアルの位置づけを

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編 第３章 第１節 組織  

▷各対策部及び対策班の事務分掌の分掌事務を見直し 

▷業務継続計画との整合性を図り、対策班の役割を明確にし、対策を実施する目安の時間を表示した 

 

 

 

 

 

 

 

 

（防災課の例） 

▷議会班は、「つくばみらい市議会業務継続計画（議会ＢＣＰ」、「つくばみらい市議会災害等対策会議

設置要綱」、「つくばみらい市議会における新型インフルエンザ等対策会議設置要綱」に基づき対応

することを追加 
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第２編 第２章 第 9節 災害用資材、機材等の点検整備  
▷令和元年台風 19号における課題検証を踏まえた見直し 

・指定避難所・福祉避難所に指定されている施設に対し、災害用井戸、非常電源設備、Wi-Fi の整

備に関する内容を追記 

 

第２編 第３章 第 9節 避難 第 12 ペットの保護対策  

▷令和元年台風 19号における課題検証を踏まえた見直し 

・ペットに関する項目を追加し、 飼い主、県及び市が行う対策を追加 

 

●災害対策に関する計画や対策等に関すること                                

第２編 第３章 第１節 水害予防 ほか  

▷近年の災害状況や近隣市の地域防災計画を踏まえ「水防計画」や「林野火災応急対策」、「気象業務

の整備」、「激甚化災害の指定」、「県防災ヘリコプターによる災害応急対策」、「災害復旧資金」などを

追加 

 

第９編 原子力災害対策計画  

▷「第９編 原子力災害対策」を追加 

  ・国の「防災基本計画」及び「茨城県地域防災計画」を準拠し、東海第２原子力発電所から 30 ㎞

（UPZ）圏外の自治体として、情報収集体制や広域避難の受入れ体制等を追加 

▷広域避難に関する協定を締結する、東海村・福島県いわき市の受入れ体制を追加 

 

●防災体制に関すること                                               

第２編 第１章 第１節 対策に携わる組織の整備  

▷職員が、災害時の応急対策を円滑に行えるよう、各マニュアルの整備を図り、災害時の役割と体制、

必要な知識などについて周知徹底を図る 

▷男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を推進するため、女性の参画を図る 

▷市と各関係機関が円滑に連携を図れるよう、平時の情報交換や研修を実施するなど、連携体制を整

備する 

 

第２編 第１章 第３節 自主防災活動体制の整備 

▷自主防災組織の結成や育成、備蓄に関することを追加 

▷市社会福祉協議会が行う、災害ボランティアセンター設置・運営マニュアル等による体制づくりに関す

る事項を追加 

▷企業の取組として、事業継続計画（BCP）、及び事業継続マネジメントの構築し、民間の防災活動を推

進する内容を追加 
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 ②国の防災基本計画や法改正に合わせた見直し 

③茨城県地域防災計画（令和 3年 3月改定）に合わせた見直し 

●多様なネットワークの構築に関すること                                            

第２編 第２章 第 11節 防災知識の普及 

▷「マイ・タイムライン」や「災害・避難カード」の作成など、地域の災害リスクと適切な避難行動の理解促

進に関する事項を追加 

 

第２編 第３章 第５節 通信  

▷多様な情報伝達手段を用いた的確な災害情報の提供（市防災アプリ、ＳＮＳ、Yahoo!防災速報、L アラ

ート等）する内容を追加 

 

●避難勧告・避難指示の一本化に関すること                                        

第２編 第２章 第１節 水害予防 

▷避難勧告を廃止し、避難指示に一本化に伴う、避難情報のあり方の見直し 

▷避難指示等を遅延なく発令できるよう、避難すべき区域や数値に基づいた発令基準を設定 

 

●新型コロナウイルス感染症対策に関すること                                        

第２編 第３章 第９節 避難 第 15 感染症対策  

▷避難所における感染症対策の観点を取り入れた防災対策の推進（避難所の感染防止、衛生確保、 

車中泊の対策等）を追加 

 

●在宅の災害時要配慮者に対する安全確保対策に関すること                                

第２編 第３章 第 13節 災害時要配慮者安全確保対策 

▷避難行動要支援者の適切な避難誘導と安否確認を行うため、「避難行動要支援者に関する情報の把

握」に関する項目を追加 

▷避難行動要支援者ごとの避難方法や避難先などを整理した「個別避難計画」の作成に関する事項を

追加 

 

●地方公共団体間の広域応援体制の強化に関すること                                  

第２編 第１章 第２節 相互応援体制の整備 

▷災害時の応援体制を円滑に確立するため、応援要請・受入体制の整備を追加 


